
日本の防衛支出決定に関する実証研究
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）
。
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，仮にミサイルの配備が日本
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る程度致し方ないものの，現
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の防衛政策に何らかの

実施後となろう
）
。いず

ける不測の事態への備

在の国際情勢下で，仮

（アメリカの軍事支出）の

られる。

これを先と同

ここで，

様に展開すると，下記の

はそれぞれ以下の通りである

式が得られる。

。

ただし，これ

り巻く国際環境

り情報収集能力

脅威が内包され

によって脅威，もしくは不安

において，防衛上何らかの不

に優位性を持つアメリカが真

ていることを意味する。特に

，

，

定要因が全て捨象されたわけ

安定要因が生起すれば，当然

っ先に反応するはずである。

検証しなければならないのは

， ，

ではない。わが国を取

の事ながら同盟国であ

これはモデルの中に，

，アメリカの軍事支出

の動向に対して

出は，１期前の

き換えられ，こ

ータは と同

こうして，安

日本側がどのように判断し，

アメリカの軍事支出の影響を

れが推定のモデル式である。

様，それぞれ ，…，

全保障関数 による行動パ

反応するかということである

受けると仮定すれば
）
， は

なお， の右辺には誤差項

である。

ターンの仮定は，下記のよう

。ここで日本の防衛支

最終的に のように書

を加えてあり，パラメ

に書き直せる。

米国の

米国に

以下，これら

として行動するケース

として行動するケース

の理論モデルに実際のデータ

（ ）

を入れて分析を行う。
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稿で使用する

日本の

際平和研究

れた統計資料

データの検討

にあたっては，いくつかの留

データの検討を行う。

防衛支出（ ） 各国の軍事

所（以下， ）とアメリカ

がある。これらにおける数

意点がある。ここではそれ

支出を包括的に捉えたものと

合衆国軍備管理軍縮機構（以

値と予算ベースの軍事費との

らを踏まえながら，まず本

して，ストックホルム国

下， ）により公表さ

主な違いは，防衛庁（国防

省）予算の他

ある。さら

に関するの

稲葉（

ータを使っ

となってい

とんど問題

に他省庁の防衛（軍事）支出

に，上記の と

支出の捉え方，武器取引対

（ ）は，これらの統計

）は， の過小推定の問

ている。本稿では のデ

る過小推定の要因が国家間の

でないと判断される。また，

を加えていること，武器輸出

の数値にも，警察および海上

象のカバレッジなどの点で

数値の比較，検討を行ってい

題について言及し，実際の

ータを用いたが，その理由は

軍事援助の扱い（カバレッジ）

両者のデータを比べると，

入を算入していることで

保安庁（沿岸警備隊）など

相違がある
）
。

る。

分析において のデ

２つある。１つは，問題

であり，日本の場合はほ

のデータに懸念され

るほどの過小

が問題とな

動による影

表示のデータ

ト（暦年平均

非軍事

来なら理論モ

推計は見られなかった
）
。第２

るが， は各国の通貨単

響を推測出来るという利点が

を下記 で得られた防衛支出

）
）
でドルに換算した。

部門産出高（
）
） 日本の実

デル通り，非軍事財の生産高

には，ドル換算に際して，

位で名目値を表示しており，

ある
）
。本稿では，日本の防衛

デフレータで実質化し，イ

質国内総支出を上記レートで

データを用いるべきであろ

データの為替レートの扱い

分析にあたりレートの変

支出について の円

ンターバンク直物中心レー

ドル表示に換算した。本

う。しかしながら，そのよ

うな公表デー

る限り，実質

用いられてい

軍事部

する軍事支

除きほとん

デフレータが

タは存在せず，予算ベース

国内総支出で代用しても問題

る。

門の相対価格（ ） これ

出デフレータ（ ）の比率であ

ど推計が行われていない。こ

用いられる。これに対して

でわが国の防衛支出が 比

はないと思われる。また，

は国民経済計算より求めた

る。軍事支出デフレータは，

のため通常， （消費者物価

西川（ ）は防衛費の内容を

１％程度にとどまってい

これは先行研究でも一般に

デフレータ（ ）に対

アメリカなど一部の国を

指数），あるいは政府支出

検討し，資本的支出と経

常的支出の割

たものを使っ

固定資本形成

用いた
）
。

同盟国

している軍事

合から政府最終消費支出デフ

ている。本稿ではこれにした

デフレータに ウェイトを

の軍事支出（ ）

支出デフレータを用いて実質

（ ）

レータと公的総固定資本形

がって，政府最終消費支出

かけて加重平均した数値を

によるアメリカの軍事支出を

化した
）
。

成デフレータを加重平均し

デフレータに ，公的総

軍事支出デフレータとして

，アメリカ商務省が公表
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最初に，

（ ）を除くパラ
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年防衛支出の分析結果

年までの期間について

メータ（ ）を順に見た

学（第 巻・第１号）

， により次の結果が得

結果は，次の のように

られた（表１）。定数項

まとめることができる。

ただし，この推

量の一致性に問

で得られた 値

じスミス・モデ

の

わち軍事財が上

相対価格が負

定結果で の 統計量

題が生じた。そこで，

〔表１の 値（ ）〕を通常の

ルにもとづく安藤（ ）の

係数（ ）の符号は正であり

級財である事を示している

の関係にあり，政府による支

は となり，誤差項に系
）
の方法により推定量の

もの〔同 値（ ）〕と合わせ

推計結果と対照しながら展開

経済規模に合わせて防衛支出

。 （ ）の係数（ ）か

出行動の合理性が看取でき

列相関が見出され推定

真の分散を求め，そこ

て掲げた。以下は，同

される。

が増加すること，すな

ら防衛支出と防衛財の

る。 の係数

（ ）は 値（

その符号は負で

った。 自己回

の傾向が確認で

表１ 分析結果

）， 値（ ）のどちらも値が低

あり，アメリカに「ただ乗り

帰変数 のパラメータ

きる
）
。しかし， 値（ ）は５

く，５％水準でも帰無仮説を

」とした安藤（ ）の先行

（ ）は正であり，これから関

％水準でも有意とはならなか

棄却できない。ただし，

研究と同様の結果
）
とな

係省庁による増分主義

った。

上記で推計さ

を解くと，

出 のべき数

が高まることを

アメリカの軍事

れたパラメータの値より，

， となり，安

は正であり，予想された通

示している。一方，アメリ

支出が増えるほど，日本の安

， ，…， に

全保障関数 は下の式のよう

り自国の軍事支出の増加にと

カの軍事支出 のべき数

全保障が低下することを意味

注意し の連立方程式

になる。日本の防衛支

もない安全保障の水準

は負である。これは

し， のただ乗り

の条件とは異な

それではなぜ

保障関数におけ

期において見ら

（旧ソ連）

ている。しかし

る結果となった。

パラメータの符号と安全保障

る のべき数の符号も

れた米ソ間の作用・反作用

に支出増があり， の条

，本稿の結果は果たして脅威

関数で逆の結果が生じたので

，安藤のそれと同様である。

の前提
）
」を挙げ， の増

件と異なる場合でもただ乗り

水準の高まりによるものとみ

あろうか。実は，安全

この点，安藤は「冷戦

加の背景には必然的に

が見られると結論付け

なし得るであろうか。

この点を詳しく

図１のグラフ

加傾向を辿った

有意にならなか

実質とも減少傾

見るために日米両国の

に見るように，アメリカの支

， 実質値はかなりの上下

ったと考えられる， 多少の

向にあった。

（ ）

年にかけての軍事支出の推

出額は， 冷戦終結前まで名

している。このためモデル式

ズレはあるものの，冷戦後の

移を確認する。

目値でほぼ一貫した増

において変数 は

年あたりまで名目・
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一方，日本

たが，それを

なること，が

の防衛支出額は， 名目・実

除いた年では増加傾向にある

指摘できる
）
。すなわち，本稿

質とも 年， 年

こと， 特に冷戦終結後，

で用いた実質ベースの支出

にかけて若干の減少があっ

この傾向がますます明瞭と

額は，日米で逆の動きを辿

り，このため

防衛費は一貫

を，ただ乗り

バードン・シ

モデル式のパラメータ（ ）

して増勢を示し，逆にアメリ

ではなく，むしろ日本によ

ェアリングと評価すべき証左

は負となった。特に冷戦後の

カのそれは減少した。この

るアメリカの軍事費負担のい

に他ならない。

年に至るまで，日本の

ような現実は日本の防衛費

わば「肩代わり」，ないし

（ ）



． 支出行

つぎに冷戦終

年から冷戦

立命館経済

動の構造的変化と冷戦後の特

結前後の日本の防衛支出行

終結時の 年までと，それ

学（第 巻・第１号）

徴

動の変化を調べるため，モデ

以降の２つに分け

ル式で用いたデータを

を行った。その結果，

値は とな

これを踏まえ

れて再度推計を

の係数

準においても帰

係数ダミー変数

肩代わりの関係

り有意性５％で両者間の構造

，モデルに 年までを０

行った。各パラメータはこれ

（ ）は５％水準で有意であ

無仮説を棄却できず統計的に

は 値（ ）においても統計

は冷戦終結後わずかながら強

変化が確認できた。

， 年以降を１とする

までと比べておおむね良好な

る。しかし， に

は問題がある。ただし，係数

的に有意であり，符号は負で

まっていると言える。

の係数ダミー変数を入

推定結果が得られた。

よる 値（ ）は５％水

の符号は負である，

あることから，前述の

表２

まとめ

わが国の防衛

る。 日本の防

その支柱となっ

研究が示唆した

のであり，冷戦

支出の決定要因をスミス・モ

衛支出は，「 比１％ルー

たのは，関係省庁による増分

ような「ただ乗り」はなく，

後それは一層鮮明となってい

デルによって分析した結果は

ル」に規定されながら，冷戦

主義の行動であった。 アメ

むしろ日本による防衛費負担

た。

，次の２点に集約でき

後も増加傾向を示し，

リカとの関係で，先行

の肩代わりと言えるも

日本の防衛費

的に考えられて

すでに世界４位

してきた結果で

も言える
）
。

また，アメリ

算）の対象範囲

対象とした 年

は の１％程度であり，

きた。諸外国と比較してその
）
の規模に達している。このよ

ある。ここで「１％ルール」

カとの関係において，「安保

が拡大し，それに伴い金額も

代において，日本のただ乗り

その軍事力は懸念されるほど

比は高くないとしても

うな規模拡大は冷戦終結後も

は上限としてでなく，むしろ

ただ乗り論」を背景に駐留米

増額されてきた。しかしなが

という防衛支出行動は認めら

の戦力ではないと一般

，絶対額は巨大であり，

防衛費を継続的に増や

下限として機能したと

軍経費負担（思いやり予

ら，本稿で主に分析の

れず，逆に肩代わりの

方向が強まりつ

見直しを含め，

謝辞

本稿の作成に

つあることが確認できた。こ

日米間における防衛費負担の

あたり，指導教員である本学

（ ）

れらのことから，今後，日本

あり方について再検討されね

経済学部の内山昭教授をはじ

による米軍経費負担の

ばならない。

め，山田彌教授，稲葉
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和夫教授，大

および資料の

けられたのも

日本の防衛支

川隆夫助教授，坂田圭助教授

ご提供をいただいた。すべて

これらの方々のご指導のおか

出決定に関する実証研究（平）

，広島大学経済学部の岡村

の提言に応えきれたわけで

げである。ここに記して感

誠教授より有益なコメント，

はないが，脱稿までこぎつ

謝申し上げたい。なお，あ

りうべき誤謬

） 本稿

ぶこと

）「地位

関連予

算委員

年度で

の責任はすべて筆者にある。

では，日本の場合は「防衛費」，

とする。

協定 条に基づく経費」と「在

算」と「提供普通財産借上試算

会要求資料」をもとにこれらを

億円（ 関係経費

注

「防衛支出」，他国の場合は「軍事

日米軍駐留経費」の他に，米軍基

額（国有地借上試算額）」がある

合わせた駐留米軍関係の総経費を

億円を除く）で，防衛関係費全

費」ないし「軍事支出」と呼

地にかかわる「その他省庁の

。前田（ ）は，「衆議院予

提示している。その額は

体の ％に相当する。同書

） 古城

）

は，各

） 純粋

して導

同盟

）

。

（ ） を参照。

（ ）による

国の と， に占める軍

公共財モデルでは， 同盟国間で

入されること， 静学的均衡理

国の防衛水準の集計は個々の国

（ ） （ 訳

（ ）によ

を対象としたノンパラ

事支出との間に正の相関関係があ

防衛の限界費用が一定であるこ

論であること， ナッシュ的行動

の単純合計であること，以上５つ

）を参照。

って最初にそれが指摘された。

メトリックな順位相関検定で

ると指摘されている。

と， 脅威変数は外生変数と

仮説が仮定されていること，

の仮定を設けている。

ここでは，ある種の防衛利益

が同盟

例する

）

を高め

財とし

自国の

想定さ

ルと結

９カ国

国間で部分的に競合的であり，

。

（ ）は，

，これまでの 戦略の下，

ての性質が変化したと述べてい

それを増加させる可能性がある

れている。また，

合生産モデルとの区別を検証し

がナッシュ・モデルに従うとの

排除可能である。その場合，防衛

年に 間で採択された柔

戦略核兵器に依存してきた状況

る。その中で，同盟国全体の軍事

と述べている。そこでは，ヒック

（ ）は「入れ子テス

ている。分析の対象国のうち カ

結果を得た。

負担率は，受け取る利益に比

軟対応策が通常兵器の重要性

と比較し，軍事力の純粋公共

活動（軍事支出）の高まりが，

スの意味での補完性の存在が

ト」により，純粋公共財モデ

国が結合生産モデルに従い，

） 実証

） その

） 脚注

であり

大化す

国の防

る。

） 安藤

研究例は，

特徴および時代背景については林

５）の内容をより具体的に言えば

，資源制約と他の同盟国の防衛

るというナッシュ均衡解が想定

衛力選択の最適化を所与として

（ ）

（ ）は，本稿で省略した箇所

（ ） （ 訳

（ ） ， ，渋谷（

，純粋公共財モデルでは，同盟

力（ 軍事支出）に対する最良

されている。すなわち，「それぞ

，自国の防衛力の選択を最適化し

（ 訳 ）。

も含め，モデル式の展開を詳し

）を参照。

） を参照。

国間の軍事力が完全に代替的

反応水準のもとで，効用を最

れの同盟構成国が，他の同盟

いる状態」であると説明され

く行っている。

） 代替

） を

が行わ

） その

おり，

）

の弾力性は一定であることが仮定

（ ＊ ）＋ と

れないケースである。

一環として，現在までのところ海

年度は 億 万円， 年

。

（ ）を参照。

（ ）

されている。

置くと， は調整が瞬時に行

上配備型上層システム（

度は 億 万円が予算計上

仮にモデルの中へ，中国と北朝

われるケース， ０は調整

）の日米共同研究が行われて

されている。防衛庁（ ）

鮮の軍事支出を入れて推定し



たところ

れの推計

） も

立命館経済

，両変数とも有意な結果は得られ

値とも信頼性の面で問題が多い。

実際の分析に際しては，アメリ

学（第 巻・第１号）

なかった。また，両国のデータ

カ，ソ連の軍事費を外生変数と

は ， のいず

して扱い，それがイギリス

の政策決

した

オースト

が前述の

） 稲葉（

）

）

おいて使

） 内閣府

定者に認知されるまで期間として

（ ），旧西

ラリアを対象とした

ナッシュの均衡解である。

）を参照。

（ ）

では，版ごとに特定時点での為替

いづらい。この問題は，

（ ） 「長期経済統計」

１年のラグをとっている。これ

ドイツを対象とした

（ ）においても共

（ ） （

の を参照。

レートでドルに換算しており，

（ ）

を参照。

は， 諸国を対象と

（ ），

通に見られる。また，これ

訳 ）。

そのままでは時系列分析に

でも言及されている。

） モデル内

）「防衛支

きの『機

均により

れによる

藤（

）

もシェア

わせて

の定数項（ ）との表記上

出を４分の３，４分の１の割合で

会費用』になっている」との考

求めたデフレータと政府最終消費

と，加重平均によるデフレータの

） を参照。

（ ）はアメリカの に占め

のデータを使う利点が言及されて

のレベルデータを使った。

の兼ね合いから，以下では「

，防衛目的以外の『経常的』，『

え方である。西川（ ）

支出デフレータの比較は，安藤

方が政府最終消費支出デフレー

る軍事予算を用いている。また

いる（同 ）。しかし，本

また，レベルの値を用いたのは，

」で表す。

資本的』支出に配分したと

を参照。また加重平

によってなされている。こ

タを若干上回っている。安

， （ ）において

稿では，日本の防衛費と合

の増減による影響を

避けるた

である言

らためて

タの比較

た。

） 松浦・マ

） 安藤（

った。唯

めである。これは，日本について

えるか，という見方の相違にも通

本稿の「まとめ」で取り上げる。

では， の方が低めであり

（ ）

ッケンジー（ ）

）の提示した説明変数に

一異なるのは，前述の西川によ

考えればわかるように，「防衛費

じる。これについては安藤もほ

また， と による

，先に指摘された の過小

の を参照。

を参照。

を含む８つのモデルのうち，７

る （軍事支出デフレータ）と，

／ １％」が低負担

ぼ同様の意見であるが，あ

アメリカの軍事支出のデー

推計の問題は見られなかっ

つが本稿と同様の符号とな

変数 に円換

算のデー

） （

響」と述

） 安藤（

） 年以

（実質値）

年には約

）

（

タを用いたケースである。同

）は，これを

べている。

） 。

降の増加は，プラザ合意による

は， 年の約３兆 億円から

５兆 億円へと増加している。

の表１，２を参照。

と呼び，

円高の要因も大きい。しかし，

，冷戦終結時の 年には約４兆

（ ）

）

（ ）は，「官僚主義の影

円ベースでも防衛支出額

億円へ，さらに

） これに関

あるが

連して内山（ ）は，自衛隊

主要国に匹敵する軍事大国の実

（ ）

（ ）

の正面装備の水準から「日本は

質を備えた」と述べている。
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